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むすびにかえて
はじめに
従来，武力紛争における環境損害の問題は，国際違法行為に対する事後救済
の一部として処理されてきた。第一次世界大戦における農地の破壊は，ベルサ
イユ平和条約第223条に甚づく賠償委員会 (ReparationCommission) によっ
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て一部の損害に対する賠償が行われたが，被制裁国の参加は認められず，懲罰
的側面を強く持つものであった1)。第二次世界大戦後のニュルンベルグ裁判に
おいては， 2名のドイツ将軍が焦土作戦の実行者として起訴されたが見 環境
損害が独立した賠償対象であるとの認識はなかった。第二次世界大戦後，特に
ベトナム戦争以降，国際社会は武力紛争による環境破壊の問題の深刻さを認識
し，多くの国際条約と国際的文書がこの問題について言及するようになった叫
その後ユーゴスラビアにおける空爆， NATO軍の化学工場爆破による環境
損害の事例において，武力行使によって発生する環境問題の深刻さはより強調
されるようになった叫 しかし1991年湾岸戦争と国連補償委員会 (UnitedNa-
tions Compensation Commission) s)の設立までは，環境損害に対する賠償問
題をめぐる法的議論が国際社会の場で実質的に行われることは殆どなかった。
湾岸戦争は環境に対する破滅的損害をもたらす大惨事となり見関連産業も
膨大な被害を蒙った四 国連はイラクのクウェート攻撃に対して国連憲章第七
1) Arthur H. Westing, "Environmental Impact of Conventional Warfare", inWendy 
Barnaby (ed.), War and Environment (The Environmental Advisory Council, 
Ministry of Agriculture, Stockholm, 1981), pp. 58-72. 
2) ロタール・レンデュリ ック (LotharRendulic)は，当該戦術が軍事的必要性を有
するとされ，この嫌疑については無罪となったが (UnitedNations War Crimes 
Commission, Law Reports of Trials of War Cガminals,Vol. 3 (1949), p. 68) , アルフ
レート・ヨードル (AlfredJ odl)は有罪判決が下された (TheTrials of German 
Major War Criminals : Proceedings of the International Military Tribunal Sitting at 
Nuremberg Germany, Part 22 (22nd August ,1946 to 1st October, 1946) p. 517, avail-
able at http://werle.rewi.hu-berlin.de/IMTJudgment.pdf (last visited Sep. 1, 2011))。
3) 武力紛争による環境破壊の歴史的展開に関しては，拙稿「武力紛争時における環
境保護に関する国際規範の形成 ENMOD, 第一追加議定書における環境保護
関連規定を中心に」 『法学論集」第61巻 1号， 71-122頁参照。
4) Nicholas G. Alexander, Note, "Airstrikes and Environmental Damage: Can the 
United States Be Held Liable for Operation Allied Force?", Colorado Journal of 
International Environmental Law and Policy, Vol. 11 (2000), p. 471. 
5) UNCC, available at http://www.UNCC.ch/start.htm (last visited Sep. 11, 2011). 
6) Shilpi Gupta, Note, "Iraq's Environmental Warfare in the Persian Gulf", George-
town International Environmental Law Review, Vol. 6 (1993), p. 252. 
7) Stephen L. Kass & Michael B. Gerrard, "The Gulf War", The New York Law/ 
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章に基づく補償委員会を設置し，膨大な数の請求を処理した。イラクのク
ウェート攻繋から生じた損害の事後救済のための機関である補償委員会は，国
際紛争の事後賠償請求の新たな形態として注目された。同委員会は，その組織
構成および請求手続上の特徴，適用された）レールにおいて，戦争に伴う賠償問
題を処理する従来の枠組とは異なる特殊性を有するものである。特に環境損害
に関する賠償カテゴリーに関しては，他のカテゴリーとは異なる幾つかの特徴
が見受けられる。環境保護，浄化および回復，モニタリングおよびアセスメン
ト，自然資源に対する損失および損害を含む環境損害の賠償に関する請求の裁
定は，補償委員会の中で最も挑戦的な試みであると言えよう 8)0 
本研究では，裁定プロセスの検討を通じて国連補償委員会の特徴が最も顕著
に浮かび上がる局面でもある環境損害に対する賠償の特有性を明らかにする。
環境損害請求の成果および限界に関する検証は，国際環境法の制度化の傾向と
その意義将来的に環境損害に対する賠償メカニズム構築のあり方に示唆する
点があると思われる。
第 1章 湾岸戦争における環境損害と国連補償委員会の設立
第 1節湾岸戦争における環境損害
湾岸戦争の勃発は， 1990年8月2日，イラクがクウェートに侵攻し， 1991年
1月17日，米国を中心とする多国籍軍がイラクに対して武力行使を開始したこ
とで始まった。この戦争はイラクによるクウェート沿岸の石湘施設の原油流出，
油井の炎上等，膨大な環境損害を引き起こす深刻な事態へと発展した。
多国籍軍が武力行使を開始した直後の1991年1月19日，イラク軍はクウェー
トの MinaAl-Ahmadi製油所および同港沖に停泊していた 5隻のタンカーか
ら原油をペルシャ湾に流出させた9)。およそ100-400)jバレル原湘がサウジア
"st Journal (July 26, 1991), p.3. 
8) Francis E. McGovern, "Dispute System Design: The United Nations Compensa-
tion Commission", Harvard Negotiation Law Review, Vol. 14 (2009), p. 187. 
9) 連合国の空爆による石袖の流出も発生したが，その規模は相対的に小さいとさ／
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ラビア東部海岸を南下し，カタール北岸にまで到達した10)。紛争以前から石油
産業による生態系への影響が懸念されていたペルシャ湾は，水深の浅いサウジ
アラビアの沿岸地域，南部クウェート沿岸，イランにまで石油流出の影響が及
び，海洋生態系は大きく影響を受けた。また，ペルシャ湾地域を超えて，油井
火災による汚染の被害はアラビア海にまで拡散した11)。1991年 1月21日，連合
軍の空爆に対抗し，イラク軍はクウェートの Al-Wafra地域の石油施設を破壊
した。イラク軍による放火で，クウェートの油田と関連施設732カ所の油井が
炎上し， 10カ月にわたり燃え続けた結果12)' イラン，イラク等では「黒い雨」
が降り注ぎ，大気汚染の影響で周辺諸国の日中の気温が例年に比ぺて10度近く
低下したとの報告もあった13¥
第2節 国連補償委員会の設立と構造
国連安全保障理事会決議 687は，次のようにイラクの賠償責任について言及
している。
「1990年以前に発生したイラクの債務および義務は，通常のメカニズムで処
理されるものであり，これに影響を及ぼすことなく，イラクは，違法なク
ウェート侵攻および占領の結果として，外国政府，国民および企業に対する，
＼れる (Schmitt,Michael N. "Green war: An assessment of the environmental law 
of international armed conflict", Yale Journal of International Law, Vol. 22 (1997), 
pp. 17-18)。
10) 日本外務省ホームペーン， availableat http:/ /www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/ 
bluebook/1991/h03-2-3.htm# al. 
1) Mahmood Y. Abdulraheem,、'War-RelatedDamage to the Marine Environment 
in the ROPME Sea Area", in The Environmental Consequences of War: Legal, 
Economic and Scientific Perspectives (Cambridge University Press, 2000), pp. 338, 
345. 
12) Philip Shenon, "Iraq Sets Oil Refineries Afire as Allies Step Up Air Attacks; 
Missile Pierces Tel Aviv Shield", N. Y. Times, Jan. 23, 1991, atAl. 
13) このようなイラクの行為は，連合国空軍の監視体制に対する崩壊，クウェートか
らの撤収を容易にするためのものであった。SeeDepartment of Defense Report to 
Congress on the Conduct of the Persian Gulf War-Appendix on the Law of War 
(Apr. 10, 1992), reprinted in I. L. M. Vol. 31 (1992), p. 636. 
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あらゆる直接の損失 (loss), 環境損害 (environmentalharm) および天然資
源の枯渇 (depletionof natural resources) を含む損害， または権利侵害
(injury)に対して，国際法上賠償責任を負うことを再確認する。」14)
決議 687の para.18は「上記 para.16に該当する請求に関して，補償を行う
ための基金およびこの基金を管理運営する委員会を設立する」ことを決定し
た15)。さらに，事務総長に対し，「本決議採択以後30日以内に， para.18に
従って創設される基金および以下のものを含む para.16, para. 17, para. 18 
の履行のためのプログラムに関する勧告」を安保理に提示するよう指示してい
る16)。1991年5月20日，安保理決議 692に基づき，補償基金および補償委員会
が創設された17)。国連補償委員会の構想は，イラン・米国仲裁裁判の影響を多
く受けたものであったが18)'膨大な件数の請求に対応するためにはより一層効
率的な体制が必要であった。
国連補償委員会の設立に当たり，その主要機関として運営理事会 (Govern-
ing Council) , 委員 (Commissioners) および事務局 (Secretariat) が設置さ
れた19)。国連安保理構成国の代表15名で構成される運営理事会は，安保理決議
687の枠紺の下で，補償委員会の政策決定に関する広範な権限を有し，基金の
財政と管理運用，委員会の任務の組織，争いのある請求の解決，基金からなさ
れる支払につき指針を採択する20)。また，パネルが請求を審査後に下した報告
14) S. C. Res. 687, U. N. Doc. S/RES/687 (Apr. 8, 1991), para. 16, available at 
http://www.fas.org/ news/ un/ iraq / sres/ sres0687 .h tm. 
15) Ibid., para. 18. 
16) Ibid., para. 19. 
17) S. C. Res. 692, U. N. Doc. S/RES/692 (May 20, 1991), para. 2,available at 
http://www.fas.org/ news/ un/iraq/ sres/ sres0692.htm. 
18) Francis McGovern, "Dispute System Design: The United Nations Compensa-
tion Commission", Harvard Negotiation Law Review, Vol. 14 (2009), pp. 176-177. 
19) The Secretary-General, Report of the Secretary-General Pursuant to Paragraph 
19。1Security Council Resolution 687 [hereinafter, Paragraph 19 Report], deli-
vered to the Security Counci4 U.N. Doc. S/22559 (May 2, 1991), paras. 5-6. 
20) 1992年6月26日，具体的な手続が定められた「請求手続暫定規則」 (Provisional
Rules for Claims Procedure) が採択された。U.N. Compensation Commission,/ 
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および勧告について承認を行う 21)0 
委員は，財政・法律・会計・保険・環境損害評価等の関連分野の専門家が事
務総長によって指名され，運営理事会によって任務と任期を特定して任命され
る。その役割としては，専門知識を提供すると共に，安保理決議 687, 運営理
事会の決定および関連する国際法原則の適用において，提示される証拠の能力
有無，適正性，重要度等を判断する22)0 
事務局は，基金の技術的管理運営と委員会への便宜供与を責務とする。運営
の初期段階においては，主に運営理事会が決定する請求処理規則および手続の
作成に助力したが，請求処理が軌道に乗ってからはその組織も拡大され，パネ
ルの審査のための事案の準備，パネルに対する専門家助言の手配，補償基金の
管理に至るまで補償システムの運営全体に係る役割を果たした23)。各パネルは
請求を審査し，申し立てられた損失または損傷がクウェート侵攻および占領に
よる直接的な結果として生じたものなのかを決定し，直接の損失価値を評価し，
運営理事会に補償額を勧告する。
補償委員会は，請求を進行させ，基金から支払う適切な裁定額を決定するこ
とを主な任務とする行政的請求システムとして機能する24)。国連事務総長は
"'-Provisional Rules for Claims Procedure, as adopted by UNCC Governing Council 
decision 10 (Jun. 26, 1992), UN doc. SI AC.26/1992/Inf.l; see M. Raboin, "The 
Provisional Rules for Claims Procedures of the United Nations Compensation 
Commission: A Practical Approach to Mass Claims Processing", in Richard B. 
Lillich (ed.), The United Nations Compensation Commission: Thirteenth Sokol 
Colloquium (Irvington, NY: Transnational Publishers, 1995), pp. 119-154. 
21) S. C. Res. 692, U. N. Doc. S/RES/692 (May 20, 1991), para. 3; Guidelines for 
the conduct of the work of the Governing Council of the United Nations Com-
pensation Commission, S/22885 (Aug. 2, 1991). 
22) 請求手続暫定規則 (ProvisionalRules for Claims Procedure) 第31条，第35条 1
項。
23) David. D. Caron, "The United Nations Compensation Commission for Claims 
Arising Out of the 1991 Gulf War: The Arising Prior to Decision", Journal of 
Transnational Law & Policy, Vol. 4 (2005), p. 226. 
24) Paragraph 19 Report, supra note 19, para. 20; Phillip Sands, "The Gulf War: 
Environment as a Weapon," American Society of International Law. Proceed-/ 
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「委員会は裁判所でも仲裁法廷でもなく， （中略）紛争となった請求を解決す
る，本質的に事実認定機能を行使する政治的機関であり，この最後の点におい
てのみ準司法的機能が内包されうる」25)とする。しかし個別的請求の適否の認
定と補償額の確定を行う裁定であるという側面から司法的機能を有するもので
あると言える26¥
第 3節 賠償請求および環境損害請求の概要
1991年7月29日，事務局が設立され， 12月には請求様式の配布が行われ，請
求手続の準備体制は迅速に整った。 1993年3月30日，委員が任命され， 1994年
4月14日，運営理事会に提出された請求に対する委員の報告が行われたことで
補償委員会は本格的に動き始め27)' 2005年6月，裁定プロセスは終了を迎え
た28)。設立当初 3名だった事務局の人員は300名を超え，委員による各パネル
が 14のカテゴリーに割り当てられた2,686,131件の請求（請求総額3,525億米
ドル）を処理した29)。そのうち約15%の請求が認められ，賠償基金から200億
米ドルの賠償金が支払われた30)。
補償委員会に提起された請求は，請求の形態，賠償請求額の規模，法律上お
'-,. ings, Vol. 85 (1991), p. 237; Rosemary E. Libera, Note, "Divide, Conquer, and 
Pay : Civil Compensation for Wartime Damages", Boston College International 
and Comparative Law Review, Vol. 24 (2001), pp. 295-97. 
25) Paragraph 19 Report, ibid., para. 10. 
26) 中谷和弘「湾岸戦争の事後救済機関としての国連補償委員会」『国際社会の組織
化と法』（信山社， 1996年） 339頁；補償委員会の法的性質についての詳細な検討は，
儀村英司「国連補償委員会の法的性格 その設立根拠と準司法的機能をめぐっ
て」 『西南学院大学大学院法学研究論集』第19巻 (2001年）101-136頁参照。
27) Carlos Alzamora, "The UN Compensation Commission: An Overview", in R. B. 
Lillich, supra note 20, p. 12. 
28) Peter H. Sand, "Compensation for Environmental Damage from the 1991 Gulf 
War", Environmental Policy and Law, Vol. 35 (2005), p. 245. 
29) C.R. Payne, "Environmental Claims in Context: Overview of the Institution", 
in C.R. Payne & P.H. Sand (eds.), Gulf War Reparations and The UN Com-
pensation Commission (Oxford University Press, 2011), pp. 11-12. 
30) Sand, supra note 28, p. 245. 
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よび事実上の争点に応じてAからFまでの 6つのカテゴリーに分類される31)0 
本研究が検討する環境損害および天然資源の枯渇による損害に関する請求はカ
テゴリー F4に分類される。 F4請求の第 1次審査は，モニタリングおよびア
セスメント請求を中心に行われた32)。第2次審査においては，環境損害の減少
および防止，環境の浄化および回復，モニタリングおよびアセスメント，健康
リスクをモニタリングするための措置の費用に対する審査が行われた33)。第 3
次および第4次審査はイラクのクウェート侵攻および占領の直接の結果として
損害を受けたと思われる環境を浄化および回復するために既にとった，または
将来的にとられる予定の措置から生じた費用に対する請求が主に扱われた。第
3次審査では，特に石油の流出，油井火災およびその消火活動中に放出された
汚染物質，地雷の敷設および除去，軍用車両の移動等による損害について裁定
31) See UNCC, Category "F" Claims, available at http:/ /www.UNCC.ch/claims/L 
claims.htm (last visited Sep. 1, 2011). A請求は1990年8月2日から1991年3月2
日の間にイラクまたはクウェートから出国した個人請求， B請求は重傷者の請求ま
たは配偶者，子供，親が死亡した個人の請求， C請求は10万米ドル以下の損失を受
けた個人請求， D請求は10万米ドル以上の個人請求， E請求は企業による請求， F
請求は政府および国際機関による請求である。F請求は， Flから F4までのカテ
ゴリーおよびE/F請求に分けられる。具体的には，住民を避難または救援する際
に生じた損失，公館または他の政府財産への損害，その他の類似損害 (Fl), ヨル
ダンとサウジアラビアによる請求 (F2), クウェートによる請求 (F3), 環境損害
および天然資源の枯渇による損失に関する請求 (F4) に分類される。
32) 第一次審査は， 1998年11月に始まり， 2001年6月22日，報告と勧告が出された。
Report and Recommendations Made by the Panel of Commissioners Concerning 
the First Installment of "F4" Claims, U. N. Compensation Commission, U. N. Doc. 
SI AC.26/2001/16, para. 1 (Jun. 22, 2001) [hereinafter, First "F4" Report], avail-
able at http://www.uncc.ch/reports.htm#_F4 (last visited Sep. 1, 2011). イラン，
ヨルダン，クウェート，サウジアラビア，シリア，およびトルコ政府により提起さ
れた請求に対して審査が行われた。
33) Report and Recommendations Made by the Panel of Commissioners Concerning 
the Second Installment of "F4" Claims, U. N. Compensation Commission, U. N. 
Doc. SI AC.26/2002/26, para. 5 (Oct. 3,2002), [hereinafter, Second "F4" Report]. 
オーストラリア，カナダ， ドイツ，イラン，クウェート，オランダ，サウジアラビ
ア， トルコ，英国，米国による請求がその対象となった。そのうち， 1件は湾岸周
辺諸国による請求， 19件が当該地域外の諸国による請求である。
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が行われ34), 第4次審査では，石油流出と油井火災の他，難民の移動および滞
在に起因する損害が審議された35)。第5次審査は，特定難民の流入，軍事要員
による活動，油井火災および石油流出による汚染物質への被爆等により，文化
遺産資源を含む天然資源への損害または枯渇，損害を受けた環境に対する浄化
および回復措置，健康損害に対する補償に関するものである36)。F4請求パネ
ルは， 168件の請求を対象に環境分野に関する科学的，法的議論を通じて請求
総額850億米ドルの内， 52億6,000万米ドルの賠償額の支払いを決定し， 49億
7,673万米ドルの賠償支払が完了した37¥
第4節 国連補償委員会の特徴
補償委員会は，国際違法行為の法的結果の手続的保障としての性格を有する
ものであり，事後処理として国家責任論のルールの現実的適用を実現する試み
である。事後請求処理のために国連機関としては初めて設立された補償委員会
に期待される役割は，イラクによる侵略行為の違法性の法的結果に対する国際
社会の強い意思の表明であると共に，イラクの攻撃，そしてその他国の武力行
使によって損害を蒙った政府および被害者に対して，公正かつ実効的な損害賠
償のメカニズムを提供することである。こうした実効性の追求により，次のよ
うな補償委員会の構造的特徴が浮び上る。
第一に，国家を介在した請求主体の拡大である。補償委員会は，実損に対す
る金銭賠償を決定する請求権委員会の一種であり，被請求国イラクを排除した
34) Report and Recommendations Made by the Panel of Commissioners Concerning 
the Third Installment of "F4" Claims, U. N. Compensation Commission, U. N. Doc. 
SI AC.26/2003/31, para. 5 (Dec. 18, 2003), [hereinafter, Third "F4" Report]. 
35) Report and Recommendations Made by the Panel of Commissioners Concerning 
the Fourth Installment of "F4" Claims, U. N. Compensation Commission, U. N. 
Doc. SI AC.26/2004/16, para. 9 (Dec. 9,2004), [hereinafter, Fourth "F4" Report]. 
36) Report and Recommendations Made by the Panel of Commissioners Concerning 
the Fifth Installment of "F4" Claims, U. N. Compensation Commission, U. N. Doc. 
SI AC.26/2005/10, para. 4 (Jun. 30, 2005), [hereinafter, Fifth "F4" Report]. 
37) UNCC, Status of Processing and Payment of Claims (updated Jan. 27, 2011); 
Sand, supra note 28, p.245. 
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混合方式を採用している38)。補償委員会に請求を付託しうるのは，政府と国際
組織である。政府は自国民，およびその裁量により自国に居住する他の者の請
求，また， 自国法の下で設立または組織された会社の請求を付託できる。国際
組織は自らの請求のみ付託できる。国連補償委員会への請求は，請求者が自国
または関係国に請求を提出し，当該国がカテゴリー毎に一括して請求を付託す
る方式をとっており，これは運営上の効率性の向上につながる。
第二に，私人の利益回復の実現がより積極的に講じられる手続の構築である。
今日における国際法の特徴とも言える個人の利益実現手段の多様化傾向が請求
手続の基本枠組に取り込まれている。かつでは，私人 （自国籍の自然人・法
人）が蒙った損害に対し，当該他国の国内において実効的救済を得られなかっ
た場合に，国家は外交的保護権の行使により私人の権利保護を図ってきた。し
かし，伝統的な外交的保護権の行使条件に比ぺ，補償委員会における私人の利
益保護の余地はより一層広い。被害私人の「居住国」が請求をなし得るという
定式化がとられており，無国籍者や重国籍者に対する対処も可能である。外交
的保護は，近年，実質的に被害私人の救済としての側面が指摘されるが39).そ
の実施如何は外交関係や自国および自国民全体の利益の考慮によって判断され
る国家裁量である。その実質的利益・権利の享有者は私人であれ，国家の請求
として定式化されるという国家的性格を前提とする限り，私人が自己の権利実
現を目指すプロセスと外交的保護はその法的性質において区別される40)。補償
委員会は，後述するように，侵攻・占領により損害を蒙った私人の権利回復に
関して，例えば，賠償金は最終的に私人の所有に帰するものであることが明示
されている等41), 国家は代理人として働く側面が強いのである。
38) 中谷・前掲論文 （注26),352頁。
39) 西村弓 「国際法における個人の利益保護の多様化と外交的保護」 『上智法学論
集』第49巻3・4号 (2006年）， 307-308頁。
40) 西村・前掲論文， 303頁。
41) Governing Council Decision 18, Distribution of Payment and Transparency, 
U. N. Doc. SI AC.26/Dec. 18 (Mar. 24, 1994). 
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第2章 環境損害に対する賠償システムの特徴
第1節 二者間構図から多面的構図ヘ―—一共同体パラダイムヘの転換
安保理決議687は，国際違法行為に関する国家責任の文脈から国連補償委員
会の設立および賠償請求を決定している。これは，イラクが国際法上の賠償責
任を負うことを正式に受け入れ，主張された損害および権利侵害に対する立
証・評価のための国連補償委員会の手続を認めることが前提である。
従来の国家責任法理によれば，国際違法行為に関する国家責任は，法益侵害
によって特定される被害国と違反国の間の相対関係を基軸にするものである42)。
この構図には外部性は一切考慮されない。被害国の領域内に損害を限定するこ
とができない環境損害の場合，従来の賠償体制の枠を超える部分が問題となる。
環境損害に対する賠償の問題点としてしばしば指摘されるように，当事国間で
は不都合のない金銭賠償であってもそれが原因除去，環境浄化および回復，
環境保全等，国際社会における共通利益の実現のための必要な措置に直接反映
されない状況が生じ得る。運営理事会は関連する措置が賠償より原状回復
(restitution) に類似したものであることを示唆しており 43),補償委員会による
42) Bruno Simma, "Bilateral and Community Interests in the Law of State Respon-
sibility", in Y. Dinstein & M. Tabory (eds.), International Law at a Time of 
Perplexity: Essays in Honour of Shabtai Rosenne (Nijhoff, 1989), p. 821. See G. 
Nolte, "From Dionisio Anzilotti to Roberto Ago: The Classical International Law 
of State Responsibility and the Traditional Primacy of a Bilateral Conception of 
Inter-State Relations", European Journal of International Law, Vol. 13 (2002), pp. 
1083-1098. 
43) See, Governing Council Decision 212, SI AC.26/212 (Dec. 18, 2003), para. 6.
Olif emi Eliasは環境に対する第一次的配慮は， 「両者間の対立する文脈における紛
争，または諸問題を単に解決することより，共通利益のための回復である」と述ペ
る。OlifemiElias, "The UN Compensation Commission and Liability for the Cost 
of Monitoring and Assessment of Environmental Damage", in M. Fitzmaurice & 
D. Sarooshi (eds.), Issues of State Responsibility before International Judicial In-
stitutions (Hart Publishing, 2004), p. 235. 
- 177 - (1343) 
関法第61巻第5号
環境請求賠償の目的は金銭賠償にとどまらず，損害を実質的に回復させるこ
とである。これは，「地球の自然遺産の保護・保全のための共通の関心事を
守るための，すべての国家の法的責任」44)を強く認識したものであると言え
よう 。
F4請求は，違法行為国の責任追及のみならず，環境損失の完全な回復とい
う国際公共利益を考慮した多面的構図に基づくアプローチを想定している。パ
ネルは「国際共同体および将来の世代に向けての義務を含む」，「環境の保護・
保全のための共通の関心事」について繰り返し強調している45)。このように直
接被害を蒙った特定国の利益を越える公共利益に関する言及は，環境損害に対
して伝統的な国家責任の法理を適用することには多くの障害があることを示す
ものである。同時に，相互主義適用の範囲を超える環境の保護・保全といった
国際的な措置を講ずることへの広いコンセンサスを反映するものである。この
ような認識は請求過程においても表れている。例えば，環境損害に関する請求
のなかには，湾岸地域諸国による請求以外に，当該地域以外の 6か国政府
（オーストラリア，カナダ， ドイツ，オランダ，英国，米国）により，湾岸地
域諸国の支援に支出した費用の賠償を求める地域外請求 (extra-regional
claims) が提起された。これは，技術専門家の派遣，石油流出防止の設備の提
供等，湾岸戦争の結果発生した環境損害を軽減・防止するための支援費用の支
払いを求める内容の請求である。パネル報告書は，当該支援が「環境損害，ま
たは人々のための環境損害および健康への脅威に対する対策」といった，より
優先的な目標のために提供されたものであるとし，その費用はイラクに対する
軍事作戦のための戦費46)とは異なり，国連補償委員会によって賠償され得る
44) Peter H. Sand, supra note 28, p. 248. 
45) Third "F4" Report, para. 42, Fourth "F4" Report part 2, para. 38, Fifth "F4" Re-
port, para. 40. 
46) 運営理事会は決定 19(Governing Council Decision 19, U. N. Doc. SI AC. 26/ 
Dec. 19, Mar. 24, 1994)で連合国の戦費については支払わないとする。F4パネル
は， 「砂漠の盾作戦」を支援するために提供された二隻のタグボートに関するオラ
ンダの請求 (No.5000306) について，これを却下した。Second"F4" Report, pa-
ras. 274-277. 
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ものであると結論付けた47¥
第2節賠償システムにおける国家の役割の変容
国連補償委員会は，侵攻・占領により損害を蒙った私人の請求に関して国家
が代理人として機能することを前提としている。まず，自国政府に提出された
私人の請求は，事務的な確認作業を経て，ほぼ自動的に委員会に一括付託され
る。運営理事会決定 18に基づき，私人の主観的利益の回復という側面から，
補償額が委員会によって決定された場合には，政府は支払金受領から 6カ月以
内に請求者に基金を配分し，配分された支払金に関する情報を提示しなければ
ならない等，代理人としての国家の役割が確認されている48¥
このような国家の機能は，環境損害の請求においてより顕著になる。F4
カテゴリーにおける裁定は，他のカテゴリーの賠償とは峻別される環境問題
の本質に係る特有な側面がある。前述のように，環境損害に関しては，損害
に対して金銭的支払をするだけでは実効的な賠償にはならない。国家は「環
境」と称される財産に対する損害賠償請求の帰属主体である。同時に，国際
公共価値を実現するために請求を行い，汚染の拡散防止や浄化に努める等，
47) Ibid., paras. 29, 32-35. 
48) Governing Council Decision 18, supra note 41. 運営理事会決定 18は，次のよう
に規定している。「1. 政府は，直接的損失に対する請求者への補償支払の配分につ
いての責任の行使にあたり，以下の諸条項に従い，公正，効率的かつ時宣を得た方
法で支払金配分のための自国自身のメカニズムを確立するものとする。2.政府は，
支払金の中から少額を請求手続にかかる経費として相殺することができるが，この
経費は，請求カテゴリーA, B, Cについては，支払金の1.5%を， D, E, Fに
ついては， 3%を超えてはならない。もし政府がカテゴリーFの下でこの経費の補
償を受けた場合には，政府は請求者にこの経費分を返済しなければならない。3.
個々の請求に関して補償額が委員会によって決定された場合には，政府は支払金受
領から 6カ月以内に請求者に基金を配分しなければならない。4. 配分の期限終了
から 3カ月以内に，政府は配分された支払金の額に関する情報を提示しなければな
らない。配分がなされない場合には，その理巾を提示しなければならない。5. 政
府が 6カ月以内に配分しない場合には，運営理事会は政府に説明を要求でき，満足
いく回答がなされない場合には，これ以上の基金の配分をしないと決定できる。 6.
配分完了後には，各政府は最終報告書を提出する」。
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環境保護をめぐる共同体の方向性および共通利益を実現させるための役割を
果たさなければならない。環境損害をめぐる請求プロセスは， 言わば，環境
に対する共通利益の実現のための適切なコントロールを国家に求めるもので
ある49)。
国際環境法における補償委員会の最も重要な貢献は，環境損害に対する国
家責任が単に加害国と被害国という緊張関係の構図で完結するのではなく，
様々な国際組織や手続によって守られるべき国際公共価値を強調する点にあ
る。
まず， F4パネルは，請求国は一定程度の「可能な限り，かつ合理的な状況
の下で，損害を軽減，抑制する義務を負う」50) とする。この義務は，環境保
護・保全という共通関心の必然的帰結であり，国際共同体および将来世代のた
めの義務を含むものである。幾つかの事例で，請求国政府が環境損害という事
態の悪化を防ぐための必要な管理上の措置を取ることに失敗した場合，パネル
は全体の請求を認めないか51)' 賠償額を下げている52)。他方，クウェート政府
の消火遅延など，請求国の損害発生の軽減義務の履行に問題があったと指摘し
49) Caronは，これを「代理 (Agency)」の問題であるとする。DavidD. Caron, 
"The Profound Significance of the UNCC for the Environment", in Cymie Payne 
and Peter H. Sand (eds.), Gulf War Reparations and the UN Compensation 
Commission: Environmental Liability (Oxford University Press, 2011), pp. 268-
272. このような認識に関連して，コモンロー上，自然資源に対する損害賠償とい
う局面からは JosephL. Saxによ って主唱された公共信託理論が代表的である。公
共信託理論の下で，政府は一定の自然資源の受託者であり，かかる資源は一般公衆
のために保護・保全されなければならない。Saxは「公共信託理論は、資源管理の
問題に対する包括的な法的アプローチの発展を求めている市民のための一般的な申
し立てのツールと して有用な幅の広さおよび実質的な内容を持っているように思え
る」と述べている (JosephL. Sax, "The Public Trust Doctrine in Natural Re-
source Law: Effective Judicial Intervention", Michigan Law Review, Vol. 68 
(1970), p. 474)。
50) Third "F4" Report, para. 42-43; Fourth "F4" Report part 2, para. 38; Fifth 
"F4" Report, paras. 40-41. 
51) Kuwait's claim No. 5000466; Fourth "F4" Report part 1, paras. 206, 216. 
52) Iran's claim No. 5000456 and Saudi Arabia's claim No. 5000455; Fourth "F4" 
Report part 1, paras. 76 (c) and 279, 289 (b). 
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たイラクの主張に対して，パネルは軽減措置が合理的かつ適正 (reasonable
and adequate)であると判断した53¥
同様に， F4パネルは，請求国政府が環境損害に対する回復を提案し行動に
移すことは，環境保護に関する国際的な約束の義務履行であると強調した。
F4パネルは，国連人間環境会議で採択された「人間環境宣言」とリオ宣言に
おける国家の管理責任原則を引き継ぎ，「請求国は，自国の救済処置が他国の
環境または国家の管轄権の範囲を超えた地域の環境に損害を与えないように確
保する国際法上の責任を有する」54)ことを明らかにしている。また，請求国が
救済措置もしくは賠償措置の潜在的な「越境的効果 (transboundaryeffects)」
を考慮する義務について言及している55)。これは，事後処理としての賠償シス
テムが環境保護という共同体利益の実現を背景にして展開されていることを再
確認するものである。
第 3節 公正性の確保と適正手続
環境損害をめぐっては，具体的に石油汚染の浄化費用，文化資源に対する損
害の回復費用，医療スクリーニング，公衆衛生のモニタリングおよびアセスメ
ント費用等が請求された。これら請求の詳細な情報がイラクに提供されていな
かったため，まず問題となったのは賠償プロセスにおける法に基づく適正手続
であった。安保理決議687は，基金の造成，各請求の賠償認定および基金の割
当等のプロセス策定に関して事務総長が直接勧告を行うことを定めている
53) Kuwait's claim No. 5000454; Fourth "F4" Report part 2, supra note 35, para. 72. 
この請求では19億米ドルの賠償金が支払われた。
54) Third "F4" Report, para. 50, and Introduction to Technical Annexes, para. 4 (g); 
cf. principle 21 of the Stockholm Declaration, UN Conference on the Human En-
vironment, and principle 2 of the Rio Declaration, UN Conference on Environment 
and Development; I. L. M., Vol. 11 (1972), p. 1416, and Vol. 31 (1992), p. 874. 
55) Para. 4 (g) in Introduction to the Technical Annexes, Fourth "F4" Report part 2 
and Fifth "F 4" Report ; see also 0. Elias, "Sustainable Development, War Repara-
tions and Environmental Damage", in M. Fitzmaurice & M. Szuniewicz (eds.), Ex-
ploitation of Natural Resources in the 21st Century (Kluwer Law International, 
2003), p. 88. 
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が56),賠償プロセスにおけるイラクの役割に関する指針は示されていない。事
務総長は報告書で，「委員会の性質から，適正手続の要素が手続の中に備えら
れることが何より重要である。それを提供することは委員の職務である」57)と
言及しているが，そこからイラクの権利に対する具体的な内容を導き出すこと
はできない。そのため，適正手続の要素の輪郭を示すことができず，補償委員
会には衡平性の欠如という批判が寄せられた58)。他方，補償委員会の事実発見
と請求調整という機能から，手続的正義に縛られ，効率性を犠牲にすべきでは
ないという反論も提起された59)。
イラクに対しては，請求を公正に扱う委員の任命，運営委員会の政治的意思
決定と委員の事実認定における機能の区別，イラクおよび関連する当事者の書
面陳述に基づく，委員による証拠の客観的評価における最小限の適正手続が求
められる60)。運営委員会によって採択された請求手続暫定規則（以下「暫定規
則」とする）は幾つかの関連規定を置いている61)。暫定規則第16条に基づき，
運営委員会に提出される事務局長報告書の写本がイラクに提供される。請求を
付託した政府，国際機構のみならず，イラク政府に対しても，「パネル委員に
伝達するため，事務局長に対して付加的情報と報告書に対する見解を提示す
る」62)権利を与えている。また，極めて賠償額が多額の場合，事案が複雑な場
56) S. C. Res. 687, para. 19. 
57) Paragraph 19 Report, supra note 19. 
58) Frederick L. Kirgis. Jr., "Claims Settlement and the United Nations Legal Struc-
ture", in Lillich, supra note 20, p. 103. 
59) Jeremy P. Carver, "Dispute Resolution or Administrative Tribunal: A Question 
of Due Process", in Lillich, ibid., p. 75. 
60) John P. Gaffney, "Due Process in the United Nations Compensation Commis-
sion", Mealey's International Arbitration Report, Vol. 15 (2000), p. 13. 
61) Andrea Gattini, "The UN Compensation Commission: Old Rules, New Proce-
dures on War Reparations", European Journal International Law, Vol. 13 (2002), 
pp. 168-171 ; John R. Crook, "The UNCC and Its Critics: Is Iraq Entitled to Due 
Process?", pp. 77-101 and David D. Caron, "The UNCC and the Search for Prac-
tical Justice", in Lillich, supra note 20, pp. 367-378. 
62) 暫定規則第16条 3項。
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合には，委員会は書面提出を求め，口頭手続で政府は意見を開陳することがで
きる63)。このような事案に関して，委員会は口頭手続において弁護人の代理出
席を認めることができる64)。これらの権利をイラクが有するかについては明示
的な示唆がないが，法律専門家によるイラクの意見開陳を意図的に妨害するた
めのものではない65)0 
前述のように，手続の主要段階では，イラクおよび請求国の権利が保障され
ている。被請求国，そして請求国の何れかに公正さを欠く裁定であると評価さ
れれば，補償委員会の存在意義と評価に致命的な欠陥になりかねない。それゆ
え，補償委員会は公開性と透明性の確保を重視している。
特に，環境請求については，次のような理由からより手厚い保障が必要と
なる。第一に，大規模の環境請求の裁定には当然ながら厳密な調査が求めら
れる。また，武力紛争という状況から報いを求める傾向があり，過剰請求の
可能性も否定できない。財政的損失の証明が比較的に容易な他の請求カテゴ
リーとは異なり，環境損害の立証は現場調査，分析データの評価，回復技術
の評価等に依拠する部分が多く， 書面調査だけでは限界がある。このような
側面を考慮し，裁定過程においてイラク側に内容の検討および意見の開陳，
結果に対する異議申立の充分な機会が与えられる必要がある。第二に，環境
請求は様々な科学，技術的原則の横断的検討が求められ，環境資源および環
境汚染の評価と救済をめぐっては比較的新しい議論が展開されている。パネ
ルが救済措置に対して洞察力ある判断を下せるように情報の偏りを防ぎ，可
能な限りすべての情報を公開することで，パネル判断の信頼性を向上させる
ことができる。
補償委員会では手続の公正性を担保するために，次のような改善措置がとら
れた。第一に， F4請求パネルは，事務局に対して審議の際の請求様式および
63) 暫定規則第36条(a)。
64) 暫定規則第38条(d)。
65) Michael F. Raboin, "The Provisional Rules for Claims Procedure of the United 
Nations Compensation Commission, A practical Approach to Mass Claims Proces-
sing", in Lillich, supra note 27, pp. 142-143. 
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陳述の複写，関連証拠物件の情報をイラクに提供することを求めた66)。これは，
他の請求カテゴリーの裁定プロセスで証拠に関する情報開示が拒否されたこと
でイラク代表が異議を唱えていたことから，環境請求に関しては同様な非難を
避けるための F4請求パネルの決断であった67)。第二に，多額の賠償額，事案
が複雑な場合には口頭手続を行うことにし68), イラクはすべての口頭手続に出
席でき，口頭および書面陳述の機会が与えられ，請求国の口頭および書面陳述
に対して抗弁の機会が与えられる69)。また，イラクおよび請求国は，パネルの
判断に対する事後ヒアリングを書面で提出することができる。第三に，環境請
求の複雑性と規模を考慮し，パネルに助言できる専門家を活用することを決定
した70)。専門家らは，パネルに対して請求国が提案する救済措置の適正性に関
する意見を示し，請求国の活動に修正を提案し，請求額が適正レベルであるか
を含めて調整を担当する71)。このような専門家の働きは綿密な検討を可能とし，
適切な技術的サポートの不在によって賠償が認められない状況を防ぐことがで
きる。第四に，パネルは，イラクが法的，技術的専門家の助力なしには，自ら
の見解を充分に示すことができないと判断し，第16条に基づく報告書の対応の
準備，口頭手続，書面陳述等を用意するためにイラクが専門家の助力を確保で
きるように基金の一部が配当された72¥
66) First "F4" Report, paras. 21-23; Second "F4" Report, paras. 10-11; Third "F4" 
Report, paras. 9-10; Fourth "F4" Report, part 1, paras. 12-13; Fifth "F4" Report, 
paras. 9-1. 
67) Michael E. Schneider, "How Fair and Efficient Is the United Nations Com-
pensation Commission System", Journal of International Arbitration, Vol. 15 
(1998), p. 15. 
68) Governing Council Decision 114, S/ AC26/2000/114 (Dec. 7,2000). 
69) First "F4" Report, paras. 24-26; Second "F4" Report, paras. 22-25; Third "F4" 
Report, paras. 15-17; Fourth "F4" Report, paras. 19-21; Fifth "F4" Report, paras. 
16-20. 
70) First "F4" Report, paras. 41-43. 
71) Ibid., para. 43. 
72) Governing Council Decision 124, S/ AC26/2001/124 (Jun. 19, 2001). 
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第4節 「環境損害」の定義と射程
1. 環境損害および天然資源の枯渇
安保理決議 687および運営理事会決定 7は「環境損害 (environmental
damage)」と「天然資源の枯渇 (depletionof natural resources)」の賠償を定
めているが，その定義は明確になされていない。環境もしくは環境損害につい
て国際法上，合意に達した共通の定義は存在しないため， F4請求委員パネル
は裁定に入る前にその定義について議論を行った。国連環境計画の作業部会で
は「環境損害」と「天然資源の枯渇」について区別することが提案された73¥
環境損害は，その基本的価値が非商業的な環境を構成要素とする損害を含むと
し，天然資源の枯渇は，主に商業的価値を有するものと想定されている74)。こ
の二つの概念には一定程度の重複および相互補完性 (overlapand complemen-
tarity)が存在する75)。「天然資源の枯渇」に関しては，水の混入による石油質
の低下を含む，石油またはガスの損失，袖井の爆破，石油の流出もしくは漏れ
等による石湘またはガスの遺失，植物，魚類，地下水の帯水層等の自然資源の
商業的価値の損失，石油貯留層の圧力の喪失による埋蔵量の損失等がこれに該
当する76¥
パネルは，この二つの概念を明確に区別する必要はないと結論付けている。
決定 7の para.35は，賠償可能な「環境損害」と「天然資源の枯渇」に該当
すると考えられる損失のカテゴリーを例示している77)。パネルは決定7が設定
73) UNEP, Report of the Working Group of広 pertson Liability and Compensation 
for Environmental Damage Arising from Military Activities, 10, U. N. Doc UNEP/ 
Env.Law/3/Inf.l (May 17, 1996), pp. 122-124. 
74) Ibid., para. 29. 
75) Ibid. 
76) Ibid., para. 41. 
77) Criteria for Additional Categories of Claims, U. N. Compensation Commission, 
3rd Sess., 18th mtg., para. 35, U. N. Doc. S/ AC.26/1991/7 /Rev.l (1992). (a)環境
損害の減少および防止。これには沿岸海域および国際水域における油の燃焼の消化
および袖流出の阻止に直接的に関係する費用を含む。 (b)環境を浄化し回復するた
めにすでに採られた合理的措置または合理的に必要であると文書により証明する/'
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しているカテゴリーに特定の請求が属するものか否かではなく，クウェート
に対するイラクの不法な侵略および占領の結果であるか否かが核心であると
いう点に注目している78)。例えば，財産や人間健康に対して空気中の汚染物
質の有害な影響を予防， もしくは軽減するために行う調査費用は，それがカ
テゴリーの中に入っていないとしても賠償可能な環境損害として該当し得
る79)。
安保理決議 687の para.16は，クウェートに対するイラクの違法な侵略お
よび占領の結果として，環境損害と天然資源の枯渇を含む，「いかなる直接的
な損失，あるいは損害」に対して責任を負うことが示されている。これらを厳
密に峻別することが容易ではないことはパネルによって充分認識されているこ
とは明らかである。むしろ，実際の裁定における問題は，請求者が「環境損
害」と「天然資源の枯渇」を代替的意味で用いる傾向に起因する。このような
請求性質の明確さの欠如と過剰な強調が請求が認められない結果に結びつく原
因となってしまうのである80¥
2. 補償の敷居
イラクは，決議 678号における「国際法上の責任」には，イラクのクウェー
卜侵攻および占領による環境損害もしくは損失として主張される請求が越境環
境損害に対する国家責任に基づく賠償に関して，国際法上一般に認められてい
る一定の「射程」を超える必要があると主張した81)。イラクの主張は，その損
＼ことができる将来の措置。(c)損害を評価して減少させ，並びに環境回復のための
環境損害の合理的モニタリングおよびアセスメント。(d)環境損害の結果増加する
健康リスクを調査し対処するための人の健康の合理的モニタリングおよび医療スク
リーニングの実施。(e)天然資源の枯渇または損害。
78) Second "F4" Report, paras. 22-25; Fifth "F4" Report, paras. 54-57. 
79) Second "F 4" Report, para. 23. 
80) Jose R. Allen, "Points of Law", inCyme R. Payne & Peter H. Sand (eds.), Gulf 
War Reparations and The UN Compensation Commission (Oxford University 
Press, 2011), p.154. 
81) Third "F4" Report, para. 33. 
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失および損害が「重大な (significant)」なものであり，このような射程を満た
さない損害や損失に対しては，賠償は行われるべきではないとするものであ
る82)。このような賠償システムの射程をめぐる考えは，ジュネーヴ条約第一追
加議定書第35条 3項および55条，そして環境改変技術敵対的使用禁止条約
(ENMOD) における関連条項に基づくものである。しかしパネルは，決議
687が環境損害に対する賠償可能性に損害の甚準に関する一定の射程を設定す
るものではないとし，このようなイラクの主張を退けた83)0 
パネルは，運営理事会決定 7のpara.35は，環境を浄化，復元するために
負担する， もしくは負担すべき損失や費用を補償することを認めているとして
いる。そのため，補償の敷居は， (a)請求される環境損失や損害がイラクのク
ウェート侵攻および占領の直接的な結果によるものか否か， (b)請求国が環境
損害を軽減するために行った措置が適切なものか否か， (c)請求国が提案する
将来の措置が環境の浄化および復元のために合理的に必要なものか否かという
点から判断される84)。つまり，パネルは，影響を受ける地域の地理的位置およ
び感度 (sensitivity), 汚染状態の深刻さ (severityof condemnation)等，救
済の適切性 (reasonablenessof remediation) を重要な基準として考慮してい
たのである85)。
第5節損害の直接性と因果関係
国家責任論の一般ルールでは，国家に責任が発生するためには国際義務の違
反となる行為が国家に帰属する必要があり，金銭賠償の範囲は原因行為と相当
因果関係を有する損害である86)。環境請求において主な請求対象である海洋お
よび陸地の汚染は，イラクの故意的な石油流出行為に起因することが明確であ
82) Ibid. 
83) Third "F4" Report, para. 35. 
84) Ibid. 
85) Allen, ibid., p. 156. 
86) 間接損害は一般的には除かれるとされる。1J本草二『国際法（新版）」 (1994年），
653, 658頁。
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り，損害の直接性87)および因果関係88) は比較的に立証が容易であった。 F4
請求との関連では，健康被害をめぐる請求において，この問題が焦点となった。
ヨルダンは，イラクのクウェート攻繋および侵略以降，低出生体重児が増加し
た事実から短期・長期的な関連医療費の支出増加に対する補償を求めた。パネ
ルは，低出生体重児の増加の一部にはイラクのクウェート攻撃および占領の影
響が認められるものの，遠隔的な影響要因であるため， ヨルダンの主張は推測
に過ぎないと結論付けた89)。また，直接性に関しては，破壊された飛行場の送
電塔の再建設費用の賠償を求めたイランの請求に対して，パネルはイラクの攻
撃および占領による直接性は認められないとし，請求を却下した90)0 
環境汚染に関連する事例では，兵器の保管・備蓄による土壌汚染の浄化費用
の賠償を求める請求において，クウェートは，全国に散在していた兵器を安全
な備蓄施設に移動させたと主張した。パネルは，兵器の内容物の漏れや爆発に
よる土壌汚染が兵器を移動させてから発生したものであり，クウェートの不適
切な保管が汚染の直接的原因であるとし，この事実は因果関係の連鎖を破壊し
損害に対するイラクの責任を軽減させると判断した91)。
87) 送電塔の再建設費用の賠償を求めたイランによる請求において，パネルは直接性
に関する検討を行っている。イランは，イラクから逃れてきたイラク人によ って操
縦されていた飛行機が着陸する光景に驚いたトラ ック運転手が車両の操縦を誤り，
送電塔を破損させたと主張した。パネルは，イラクの攻幣および占領との直接性を
否定し，賠償を却下した。Second"F4" Report, paras. 64-65. 
88) 国連補償委員会の請求全般における因果関係に関する詳細な誠論については，中
谷・前掲論文（注26),356-358頁参照。
89) 避難民の流入で経済に打撃を受けたヨルダンは，貧困層が増加し，妊婦の栄養状
態を悪化させ，このような状況が低出生体重児の増加につながったと主張した。
Fifth "F4" Report, paras. 392-394, 396. 
90) イラン政府は，イラクの飛行機が着陸する光景に驚いたトラ ック運転手が車両の
操縦を誤 り，送電塔を破損させたと主張した。当該飛行機はイラクから逃れてきた
イラク人によ って操縦されていたことが判明した。Second"F4" Report, paras. 64-
65. 
91) Fourth "F4" Report, part 1, supra note 35, paras. 197-203. 
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第3章環境損害賠償に対する
国連補償委員会システムの示唆
第 1節体系化・組織化の模索
武力紛争時における違法行為に対して， 1990年代以降，国際社会においては
アドホック裁判所や国際機関の活動が活発に行われたが，環境損害に関しては
様々な制約が存在し，積極的に取り組むことはできなかった92)。例えば，国際
司法裁判所と常設仲裁裁判所では，強制管轄権の欠如，そして国家を中心に据
えた手続体制の強調が環境損害をめぐる問題の対処に制約となる。さらに，当
事国が原則的に 2カ国に限定されるため，当事国の数がそれ以上の場合には，
当事者ごとに請求を分離して進行しなければならない。これは，国連補償委員
会の F4賠償請求で見られるような複数の非国家主体が絡んでくる場合，潜在
的請求者が複数である場合には，対応が難しくなる。国際刑事裁判所において
は禁止される規範に対する構成要件の明確性の欠如，主観的要件としての「認
識」に伴う問題など刑事責任の追及には一定の制約がある93¥
このような理由から，武力紛争時における環境損害および自然資源の略奪の
賠償をより効果的に実現するために，国際法の違反をモニタリングし，環境損
害に対する賠償を決定する常設機関の設置がしばしば主張されており，国連補
償委員会そのものを常設化すぺきとの意見もある94)。国連補償委員会の裁定は，
環境損害に関する請求に対しては前例のない大規模のものであり，その経験は
92) Carl Bruch and Akiva Fishman, "Institutionalizing Peacebuilding : The UNCC, 
Conflict Resources, and the Future of Natural Resources in Transitional Justice", 
in Payne & Sand, supra note 49, p. 237 n. 78. 
93) 国際刑事裁判所規程第8条2項(bXiv)におけるこのような制約については，別稿に
譲ることにする。
94) Elizabeth M. Mrerna, Carl Bruch & Jordan Diamond, Protecting The Environ-
ment During Armed Conflict : An Inventory and Analysis of International Law 
(UNEP, Nairobi, 2009), p. 28; Daniel A. Farber, "The UNCC as a Model for Cli-
mate Compensation", in Payne & Sand (eds.), supra note 29, pp. 242-264. 
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今後の賠償請求に関する体制構築に既に大きい影響を与えるものである95)。移
行期における正義の実現という観点からは，国連の下で専門機構を設立・運営
することにより，国連活動との整合性と金銭賠償の枠を超えた包括的な効果を
期待することができる。専門機関の持続的運営には組織の維持・管理上の問題
はあるが，行政的手法，法理論，評価方法等の発展・適用にかかる処理コスト
は大幅に削減することができるなど，総合的に判断するとメリットも多い。
第2節財 政
国連補償委員会のような賠償システムが成立するためには，基金に充てる資
金が充分調達できる，処分可能な資産を被制裁国が所有していることが一つの
前提となる96)。これは，国際紛争の事後救済機関としての補償委員会システム
の可能性に懐疑的な意見の最大の根拠でもある97)。補償委員会においては，
1990年，イラクに課された経済制裁を通じて資金調達が決定されていたが，フ
セイン政権はプログラムを通じた石油輸出を拒否していた。対イラク経済制裁
として限定的原油輸出が1995年4月の安保理決議 986で承認され9B)'1996年に
なって漸く石油収益が賠償基金に入るようになった。その間の暫定的措置とし
て，国連運転資金基金，諸国政府による分担金，紛争中に凍結されたイラクの
95) Mr. Pemmaraju Sreenivasa Rao, Commentary, "Draft principles on the Alloca-
tion of Loss in the Case of Transboundary Harm Arising Out of Hazardous Acti-
vities", Report of the International Law Commission on the work of its fifty-eighth 
session, UN Doc. A/61/10 (2006), p.177. 
96) See Libera, supra note 24, pp. 297-298. 
97) Tiffani Y. Lee, Note, "Environmental Liability Provisions Under the U. N. Com-
pensation Commission : Remarkable Achievement with Room for Improved De-
terrence", Georgetown International Environmental Law Review, Vol. 11 (1998), 
p. 216 n. 189. そもそも資金との関係からすると，国連補償委貝会の組織自体が自
己完結的な組織ではないため，被制裁国イラ クが行政費用も負担することになる。
98) S. C. Res. 986, S/RES/986 (Apr. 14, 1995). 限定的原油輸出は，第 1回は1996年
12月から1997年6月まで実施，その後もイラク経済制裁下で続行された。2001年に
は米英が国連に提出した対イラク経済制裁見直し案に反対して 6月上旬からイラク
が輸出を停止したが，見直し案が撤回され，同年7月10日から輸出を再開した。
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資産等が賠償金に充てられた99)。経済制裁の影響によるイラク経済への状況か
ら基金運営自体が懸念されていたが100),石油価格の高騰の影響を受けたこと
もあり， 2010年まで 9つの請求の支払いが完了した101)。このように補償委員
会の場合，資金源はイラクの豊富な石油資源であったが，一般的に賠償金の財
源をどのように確保するのかは極めて難しい問題である102)。
補償委員会では，およそ5,000万米ドルが組織の運営および賠償のために使
われたが，この数字は賠償が充分かつ実効的に行われてはじめて意味を有する
ものである。このように処分可能な資産を豊富に持つイラクの場合でさえ，
様々な困難が発生した事実からすると，請求国に充分な経済力がない場合，処
分可能な資源がない場合等，財源確保が難しい場合において賠償基金をどのよ
うに造成するかは決して簡単に解決できる問題ではない。非協力的になりがち
な制裁を受ける国に翻弄されず，財源を確保・運営するためには，被制裁国の
資金提供から独立したシステムが望ましい。
もう一つの課題は，不確実性の中で，如何に賠償の目的や資金規模に見合う
99) S. C.Res. 778, S/RES/778 (Oct. 2, 1992). 当初，イラクの資金提供枠の最高限度
額は石油輸出の年間収益の30%と設定されていたが，これは政治的合意により25%
にまで下げられた。S.C. Res. 705 (Aug. 15, 1991), I. L. M. Vol. 30 (1991), p. 1715. 
安保理決識 1483(2003年）に基づき，イラクの石袖収入の95%が預け入れられる
イラク開発基金 (TheDevelopment Fund for Iraq)が設置され， 基金に対する石
油輸出の割合は5%までになった。Reportof the Secretary-General pursuant to 
para. 5 of Resolution 1859 (2008), S/2009/385, para. 8,S. C. Res. 1905, SIRES/ 
1905 (Dec. 21, 2009), para. 4. 同甚金は安保理の決定により， 2011年6月30日に終
了が決定された。S.C. Res. 1956, S/RES/1956 (Dec. 15, 2010), paras. 1, 3. 
100) L. Boisson de Chazournes & Danio Campanelli, "The United Nations Compensa-
tion Commission; Time for an Assessment?," in A. Fisher-Lescano, H-P. Gasser, T. 
Marauhn, & N. Ronzitti (eds.), Peace in Liberty: Festschrift for Michael Bothe 
(Nomos, 2008), p.16. 
101) S. C. Res. 1956, S/RES/1956 (Dec. 21, 2010), paras. 3-4. 決議 1956は，イラク
政府に対して2011年6月30日まで紛争後の発展基金に完全移行するための適切な措
置を取ることを要請している。イラク政府は，毎年，原油および石油製品の収益，
天然ガスの収益の 5%を補償委員会に提供するこ とになる。
102) イラン・米国請求権裁判においては，制裁を受ける国の資産を確保する代わりに，
委員会が外部の財源から資金を調達した。SeeLee, supra note 97, pp. 216-18. 
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財源配分のシステムを構築するかという問題である。補償委員会では，基金の
最終的な資金規模が確定しないという不安定な状況のまま，賠償プロセスが始
まった。さらに，補償委員会によって決定された賠償金に対して，請求国は，
限られた財源の中で，環境調査，影響評価，浄化のための費用と，個人，企業，
そして公的機関を含む請求者に対する賠償に充てられる費用の割当における緊
張関係を調整しなければならないのである。
第3節 事後措置 追跡プログラムおよびアカウンタビリティー
1. 追跡プログラム
2001年，運営理事会決議 132は， F4パネルに対してモニタリングおよびア
セスメントの透明性および適切性，その持続的な履行を保障するために，請求
国政府の進行状況報告に対する定期レビューを行うことを求め103), その履行
のために追跡プログラムが構築された104)。そのために策定された詳細な指針
の履行状況が実体的措置の透明性確保の程度を確認する基準となる。
モニタリングおよびアセスメントをめぐっては，調査データの持続的更新が
103) Governing Council Decision 132 (Jun. 21, 2001), para. 6; Caron, supra note 61, 
p. 414. 
104) Governing Council Decision 258, Follow-up Programme for Environmental 
Clams Awards, SI AC.26/258 (Dec. 8, 2005). その主な内容は，次の通りである。
「第一に， 半年ごとの進行報告書の提出，（単なる自己報告ではなく ）独立した第
三者のレビュ ーを通じて，基金の使用における環境基準および財務会計基準の遵守
状況を確認する。第二に，外部専門家のサポートを受けて UNCC事務局による，
アセスメントおよび立証の報告書を作成する。さらに，これは手続，財務，環境的
観点から履行活動が不適切と判断される場合，後続措置を取るためのものでもある。
第三に，関連する環境計画の充分な履行が行われるまで財政支出 (disbursement)
の15%を保留し，長期的賠償のために， 5,000万米ドルを超える（一時支払いでは
なく ）段階的な支払分を確保する。」さらに，決定266は， 事務局に対して段階的
賠償支払の10%に相当する追加支払金の保留を命じた。これによ って，将来に出さ
れる運営理事会の決定に従い，承認された段階的計画に沿って執行することが可能
となる (GoverningCouncil Decision 266, SI AC.26/266 (Apr. 29, 2009))。決定
267は，環境計画の履行のための特別会計から発生した利子を使うことができるよ
うにしている (GoverningCouncil Decision 267, S/ AC.26/267 (Nov. 12, 2009))。
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必要であり，海洋を含む広範な汚染地域に対する実効的救済対策のためのテス
トが必要となることもある。さらに，モニタリングおよびアセスメントの多く
は履行予定段階であり， 事前調査すら完了していない時点で正確な費用を算出
することはできない。実際の費用より過剰な賠償金をイラクに負わせることが
不公平であることは言うまでもない。このようなモニタリングおよびアセスメ
ント請求の特性および透明性関連規則の精緻化という要請から，運営理事会は
請求国政府による定期報告書の提出および財務状況に対する監査の実施を決定
した。
2002年8月5日，国連環境計画との間で締結された了解覚書に基づき，国連
環境計画ポスト・コンフリクト・ユニ ット (ThePost-Conflict Unit) は対象
モニタリングおよびアセスメントの技術的レベルについて第三者監査を行っ
た105)。2002年 9月から2005年3月まで委員パネルは運営理事会に進行状況評
価と可能な措置に関して勧告をしている106)。同時に，補償委員会事務局内の
評価・検証分科 (TheSecretariat's Valuation and Verification Branch: VVSB) 
は財務監査を担当し，年 2回の定期報告書を提出した107)。追跡プログラムは
同委員会法務サービス部門によって調整され，請求審査の間，パネルに助言を
した技術および科学の専門家が更なる調究を加えた。16件の進行中のプログラ
ムのうち，クウェートの自然資源の損害調査，サウジアラビアとクウェートに
おける公衆衛生調査等，長期調査の必要性が認められた12件に関してはフォ
ローアップ・プログラムヘの移行が決定された。残りの 4件は中断が決定され，
支払金は返却された108)0 
105) UNEP Doc. GC.23/INF/20 (Dec. 14, 2004), paras. 90-96. 
106) Fifth "F4" Report, para. 782; Governing Council Decision 258, SI AC.26/258, 
(Dec. 8,2005), para. 48. 
107) 2003年，連営理事会は対象を拡大し，「環境回復活動」監査を行うことを決定し
た。Para.5 of Governing Council Decision 212 (2003), 234 and 235 (2004), and 248 
(2005). 
108) Fifth "F4" Report, ibid., para. 782; Decision 258, ibid., para. 49. 
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2. フォローアップ・プログラム
2005年，モニタリングおよびアセスメント・プロジェクトは終了し，請求国
政府により最終報告および会計監査結果が提出された。その半年後，運営理事
会は決定 258に基づき，「フォローアップ・プログラム」を立ち上げた109)0 
フォローアップ・プログラムでは，請求国の持続的環境活動の履行，賠償金の
支出における透明性および適正性の維持，プロジェクトにおける適切な救済，
モニタリングおよびアセスメントの履行が求められた110)。任務終了の準備段
階で，補償委員会は後続プログラムの法的根拠および責任の所在をめぐって難
しい選択を迫られた。補償委員会は関連原則とプロセスを精緻化することで，
最小限の規模で組織が機能できるよう，第三者監査の要素を取り入れた長期的
メカニズムとしてのプログラム構築を決定した111)。こうした事後コントロー
ル体制はその役割の変容が強調される国家のアカウンタビリティーを反映する
ものである 112)0 
補償委員会は透明性の向上とともに事後のアカウンタビリティーに積極的に
努めており，追跡プログラムおよび後続プログラムの構築等，環境損害の請求
においては，より強化される仕組みとなっている113)。これは従来の事後救済
109) このような監視体制の構築は，イラク側の強い要請によって実現されており，イ
ラン，クウェート， ヨルダン，サウジアラビア等の請求国も， 26件（総額430万米
ドル）の環境損害の除去および回復，健康モニタリングに対して監視体制の設定に
同意した。 C.R. Payne, "Oversight of Environmental Awards and Regional En-
vironmental Cooperation", in Payne & Sand, supra note 29, p. 119. 
110) Governing Council Decision 258, ibid., Appendix, paras. 2,3. 
111) 地域諸国は，政府間協力関係に甚づき，技術的監督の機能を果たす。財務状況に
関しては，運営理事会の監視下と比べるとレベルは緩和されると思われるが，請求
国政府によって行われることとなる。後続プログラムの財源は，請求国が賠償の割
合によって賠償金から控除する (Ibid.,paras. 2, 55)。
112) See, Caron, "The Place of the Environment in International Tribunals", in Au-
stin & Bruch (eds.), The Environmental Consequences of War: Legal, Economic, 
and Scientific Perspectives (Cambridge University Press, 2000), p. 253. 
113) 補償委員会のすべての請求カテゴリーにおいて，決定18に基づき，請求国政府は
賠償甚金から支給された支払金が被害を蒙った当事者に支給されているのかについ
て運営理事会に報告することになっている (GoverningCouncil Decision 18, supra/ 
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とは大きく異なるものであり，短期間で損害が確定できない場合に対応できる
体制を整えることは，環境損害に対する回復という文脈において，今後の発展
に示唆する点が多い。
第4節効率性と透明性の向上
今後の環境損害に対する賠償システムの構築のためにはより一層の効率性と
透明性の確保が核心となる。全体の処理速度と費用対効果は比較的に高く，効
率性が評価されている補償委員会の裁定は，イラン・米国請求権裁判所の反省
の結果でもあった。米国・イラン請求権裁判所のように当事者主義の手続を採
用する場合，請求手続の完了までは相当な時間を要する114)。補償委員会は厳
密な当事者主義ではなかったため，迅速な対応が可能となり，環境汚染の除
去・回復に有効な時間枠を設定する手続規則の出発点となった。
一方，補償委員会の効率性と環境損害請求の適宜かつ成功的な請求処理の進
行を保証するために，環境請求により高い優先順位が与えられるべきとの意見
がある115)。カテゴリーD, E, Fは比較的に近年の新しい請求形態であるため，
処理には一定の時間が必要だった。環境損害においては迅速な対応が最優先さ
れるぺきではあるが，他のカテゴリーの蓄積された経験値がベースとなった側
面もあり，順位の問題のみを問題視することはあまり意味をなさない。損害発
生時から補償決定まで汚染を除去し損害の拡散を防ぐことでリスクを減少させ，
実効的な賠償につながるように包括的過程を構築することがより重要である。
補償委員会で透明性の確保がより一層積極的に求められるようになった結果，
従来，仲裁のメリットとして認識されていた非公開性と秘密性の捉え方にも変
化が見られる。F4請求パネルは， 2001年から2004年の間に 5回の口頭手続を
行っている。暫定規則第36条(a)では，「委員パネルは，極めて大規模または複
雑な事案においては，口述手続において自らの見解を提出するため，個人，会
'-,.note 41)。
114) Caron, supra note 23, pp. 312-314. 
115) Lee, supra note 97, pp. 215-216. 
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社または他の実体，政府または国際組織を招聘することができる」と規定して
いる116)。F4請求に多くの関心が寄せられていたことから，当該地域外請求政
府を含む関連国際組織や NGO代表等が出席できるようにする等，より一層
の公開性が主張された117)。しかし暫定規則第30条は機密保持の原則を規定し
ており，より公開性が高い措置に踏み込むことはなかった。将来的に国連補償
委員会の経験を環境分野における紛争処理システムとして導入する際には，機
密性保持の原則との関係で一定の調整が図られなければならない。
むすびにかえて
国連補償委員会は，事後請求処理のための初めての国連機関として設立され，
国家責任論のルールの現実的適用の舞台となった。補償委員会の裁定を通じて，
イラクの侵略行為に対する国際社会の制裁の意思が明確に表明され，イラクの
攻撃そしてその他の国の武力行使により損害を蒙った政府および被害者に対
する賠償メカニズムが構築された。
補償委員会の環境損害請求の国際法における最も重要な貢献は，環境損害に
対する国家責任の追及が単に加害国と被害国という二者間の構図ではなく，国
際公共価値がより強調された平面で賠償システムが構築されたという点にある。
補償委員会は裁定の効率性と公正性を追求し，国家に伝統的な役割に加えて，
環境保全・回復の最終段階まで適切な責任を果たすことを積極的に求める。こ
れは賠償システム全体に貰かれている補償委員会の最も大きい特徴であると言
えよう 。さらに成熟しつつある国際環境法分野の発展が国際法における個人の
利益実現手段の多様化の傾向と共に補償委員会の請求手続に投影されている。
しかしながら，前述のように，国連補償委員会のような賠償システムが機能
するためには幾つかの条件が揃わなければならない。これをクリアすることが
116) 運営理事会決定 114では，参加者が 「当事者 (parties)」のみに限定されている。
UNCC Governing Council Decisions 114, S/ A.26/114 Annex para. 20 (Dec. 7, 
2000). 
117) Peter H. Sand, "Environmental Principle Applied", in Payne & Sand, supra note 
29, p. 192. 
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できるのか， もしくは補完することができるのかが体制成功の核心となる。そ
れゆえ，武力紛争時における環境損害の民事賠償メカニズムとして国連補償委
員会の可能性をめぐっては懐疑的な違憲も多く提起された118)。しかし国連補
償委員会における環境請求の処理における審理の法的・技術的アプローチ，損
害算定の方法論等の経験は，紛争時における自然資源の問題および環境損害に
関する賠償において次のような点から重要な先例であることは否定できない。
第一に，国際司法裁判所や国際刑事裁判所が賠償射程に対して厳しい制約を
課されていることとは異なり，国連補償委員会は民事責任の文脈において強力
な責任追及手段となり得る。第二に，事後処理システムの効率性および透明性
という文脈からは，紛争の事後救済機関として，特に手続的側面において新し
い基準を作り出したと言える。補償委員会は268万件以上の請求を処理してお
り，新たな手続体系を構築する唯一の権限として重要な役割を果たしてきた。
補償委員会の自己評価にも表れているように効率性の側面からは通常の賠償請
求に対する司法プロセスでは現実的に達成が難しい数の請求が処理されてい
る119)。第三に，国際紛争の事後処理機関のあり方は，政治的要素を含む，平
和構築と関連する紛争後の当事国の様々な状況等，多様な要因によって左右さ
れるため，紛争の特徴および当事国の状況に合わせたものでなければならない。
このような意味で，国連補償委員会は，制裁プログラムをめぐる諸問題はあっ
たものの，膨大な数の請求が提出されていた付託状況，環境損害，健康侵害等，
賠償対象および主体の多様性等を踏まえると比較的にこのような状況に適した
処理体制であったと言えよう。
賠償システムの課題の一つに，財源の確保および適正な配分の他に関連諸国
の協力を如何に導き出すのかという問題がある。被制裁国の同意なしに管轄権
を有する機関が存在する場合でも，湾岸戦争後のイラクのように被請求国が協
118) See Robin L. Juni, "The United Nations Compensation Commission as a Model 
for an International Environmental Court," Environmental Law, Vol. 7 (2000), p. 
53 ; Lee, supra note 97, p. 209. 
119) "UNCC at a Glance", available at http://www.uncc.ch/ataglance.htm. 
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力を渋ることで，補償基金の資金調達が順調に行われない状況はあり得る。被
請求国に賠償の積極的な意思がない場合にシステムの運用に混乱が生じること
は想像に難くない。さらに最も重要な目標である環境損害の最小化および回復
の促進のためにはより広範な主体の参加を促進する必要がある120)。特に地域
的保全計画における国際協力体制を創出することは環境の保全・回復のために
極めて重要である。環境保護に対する国際法の成熟化を踏まえて，武力行使に
よる損害賠償体制がより一層適宜かつ有効なシステムになるように効率性と有
効性を高める体系化の模索がなされるべきであろう 。
120) 2005年9月，賠償後の後続プログラムの精緻化および地域環境情報のデーター・
ベース化のために湾岸地域会合が設けられた。これは，定例化している地域環境救
済諮問団体 (RegionalEnvironmental Remediation Advisory Group: RERAG)会
合の際に設けられた。その他にも， 2005年11月ジュネーブで請求国政府，国連環境
計画，国連補償委員会環境チームが参加し，国連補償委員会の環境請求の裁定に
よって誠論されてきた運営理事会の環境情報への公開アクセスに関する会合が開か
れた。このような会合は，現在進行しているプログラムの履行のみならず，長期的
に地域諸国との環境協力のための基礎を構築するために重要な機会である。
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